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見附市出産・子育て応援事業実施要綱の一部を改正する要綱を次のように定める。 

令和７年５月２６日 

                  見附市教育委員会教育長 渡邊 茂夫 

見附市出産・子育て応援事業実施要綱の一部を改正する要綱 

見附市出産・子育て応援事業実施要綱（令和５年見附市教育委員会告示第１７号）

の一部を次のように改正する。 

題名を次のように改める。 

見附市妊婦のための支援給付事業実施要綱 

 第１条を次のように改める。 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）及び児童 

 福祉法（昭和２２年法律第１６４号）に基づき、妊婦のための支援給付・妊婦等 

 包括相談支援事業を実施することについて、必要な事項を定める。 

第２条第１号及び第２号を次のように改める。 

 （１） 妊婦等包括相談支援事業（伴走型相談支援） 妊婦及びその配偶者等（以 

    下「妊婦等」という。）に対して、面談等を講じ、妊婦等の心身の状況、 

       置かれている環境その他の状況の把握を行うほか、母子保健及び子育てに 

       関する情報の提供、相談その他の援助を行う。 

（２） 妊婦のための支援給付 妊娠の届出をした妊婦が、妊婦給付認定を申請 

   し、希望する者に妊婦支援給付金を支給する。 

第２条第３号を削る。 

 第３条の見出し中「伴走型相談支援」を「妊婦等包括相談支援事業（伴走型相談

支援）」に改める。 

 第４条の見出し及び同条中「伴走型相談支援」を「妊婦等包括相談支援事業（伴

走型相談支援）」に改め、同条第１号中「妊婦」を「妊婦等」に改め、同条第２号

中「や子育て世帯」を「等」に改める。 

 第５条第２号中「対象者」を「妊婦等」に改め、同条第３号中「養育者」を「妊

婦等」に改める。 



 第６条の見出し中「出産・子育て応援ギフトの支給」を「妊婦給付認定の対象者」

に改め、同条中「給付金」を「妊婦支援給付金」に、「支給対象者」を「妊婦給付

認定対象者」に、「支給額」を「支払金額」に改める。 

 第７条の見出しを「妊婦給付認定申請、認定及び支給決定」に改め、同条第１項

中「出産・子育て応援ギフト」を「妊婦支援給付金」に、「見附市出産・子育て応

援ギフト申請書」を「妊婦給付認定申請書」に改め、「（別記様式第１号）」の次

に「、胎児の数の届出書（別記様式第２号）」を加え、同項第１号中「健康保険証、

運転免許証」を「マイナンバーカード」に改め、同条第２項中「見附市出産・子育

て応援ギフト支給（不支給）決定通知書（別記様式第２号）」を「妊婦給付認定通

知書兼妊婦支援給付金支払通知書（別記様式第３号）、妊婦給付認定申請却下通知

書（別記様式第４号）」に改める。 

 第８条を次のように改める。 

 （妊婦給付認定の取消し） 

第８条 妊婦給付認定者が、本市から転出したとき、妊婦給付認定を取り消す。 

 第９条中「当該ギフト」を「妊婦支援給付金」に改める。 

 第１０条の見出し中「出産・子育て応援ギフト」を「妊婦支援給付金」に改め、

同条中「当該ギフト」を「妊婦支援給付金」に改める。 

 別表第１を次のように改める。 

 別表第１（第６条関係） 

妊婦支援給付金 妊婦給付認定対象者 支給金額 

１回目 次の各号に該当するもの 

（１） 令和７年４月１日以降に妊娠の届

出をした妊婦（医師が「胎児心拍」を確

認し、妊娠の事実を確認した者。）で、

妊娠中に日本国内に住所を有した者 

（２） 他の自治体から妊婦支援給付金

（１回目）を受給していない者 

妊娠１回につ

き５０，０００

円

２回目 次の各号に該当するもの 

（１） 令和７年４月１日以降に出産（流

胎児の数に５

０，０００円を



産、死産、人工妊娠中絶を含む。）し、

妊娠中に日本国内に住所を有し、妊娠の

届出をした者 

（２） 他の自治体から妊婦支援給付金

（２回目）を受給していない者 

乗じた額

 別表第２を次のように改める。 

  妊婦給付認定及び妊婦支援給付金の申請時期 

１回目 １ 妊娠の届出をした後とする。ただし、妊娠の届出前に流産、

死産又は、人工妊娠中絶した妊婦給付認定申請予定者につい

ては、診断書等の提示で申請を行えるものとする。 

２ １の申請は、産科医療機関等で妊娠が確定した日を起算日

として、起算日から２年を経過した日の前日（２年を経過す

る日）までに妊婦給付認定申請を行うことができる。 

２回目 １ 出生届出をした後の面談後とする。ただし、妊婦給付認定

後に流産、死産又は人工妊娠中絶をした申請予定者について

は、妊婦等の申出等により、申請を行うものとする。 

２ １の申請は、出産予定日の８週間前の日を起算日として、

起算日から２年を経過した日の前日（２年を経過する日）ま

でに胎児の数の届出を行うことができる。 

別記様式第１号その１から別記様式第２号その２までを削り、別表第２の次に次

の４様式を加える。 
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   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、公布の日から施行し、改正後の見附市妊婦のための支援給付事業 

 実施要綱の規定は、令和７年４月１日から適用する。 

 （経過措置）  

２ 令和７年３月３１日までに出産した者については、令和８年３月３０日までに 

 限り、なお従前の例による。 

 

 


